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はじめに 

 

九州・山口県の気象防災に役立つハンドブックを目指して 

福岡管区気象台では平成15年（2003年）から、防災機関に防災気象情報を利用して

いただく際の資料とするため｢防災気象情報ハンドブック｣を毎年発行しています。こ

の間、防災気象情報の充実、気象台と市町村との連携強化、気象台の業務体制の変

更、レベル化の導入など防災を取り巻く状況は大きく変化しています。さらに、平成

23年（2011年）に発生した東日本大震災以降は、国民一人ひとりが災害の恐れを知

り、防災気象情報を有効に利用して適切な行動をとること（いわゆる「自助・共

助」）の重要性が認識され、平時の取り組みも強化されてきました。 

本ハンドブックは、防災担当者（特に初任者の方）が、平時においては防災につい

て学ぶための教科書として、災害発生が予想される場合などには辞書的あるいは参考

書として活用していただくことを想定した内容になっています。 

 

本ハンドブックの構成 

本ハンドブックは、最近1年間の気象庁の新たな取り組みについて解説した「ト

ピックス」、防災の全体的な枠組み及び防災気象情報の内容や伝達、活用方法などに

ついて解説した「防災気象情報利用の手引き」、防災において必要となる資料やデー

タをまとめた「資料」、並びに「気象台からのお知らせ」から構成されています。 

なお、資料のうち「顕著な現象・災害」については、福岡管区気象台のホームペー

ジ内の防災気象情報ハンドブックのページに掲載しています。必要に応じてご利用く

ださい。 
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 １ 線状降水帯による大雨災害の被害軽減に向けた取組 

 毎年のように線状降水帯による顕著な大雨が発生し、九州・山口県でもこれまでに数

多くの甚大な災害が生じています。線状降水帯は次々と発生する積乱雲が列をなした強

い降水を伴う雨域です。大気の状態が不安定な中で、暖かく湿った空気（水蒸気）の流

入が持続することで、ほぼ同じ場所に非常に激しい雨や猛烈な雨を降らせ続けます。線

状降水帯の発生条件や強化、維持するメカニズムには未解明な点が多く、今後も継続的

な研究が必要不可欠です。 

 気象庁では、大学等研究機関の協力を得て、集中豪雨の可能性を高い確度で予測し、

明るいうちからの避難など、早期の警戒と避難を可能にするための取組を進めていま

す。 

 
 

 

 1.1 線状降水帯に関する各種情報 

 線状降水帯に関する情報は、警戒レベル相当情報を補足する解説情報として発表して

います。線状降水帯に関する情報だけに着目するのではなく、段階的に発表される防災

気象情報全体を活用いただくことが重要です。 

  1.1.1 明るいうちからの早めの避難に向けた情報 

 「線状降水帯の予測情報」は、明るいうちから早めの避難につなげてもらうための情

報です。この情報だけで即時の避難を促すものではなく、あくまで心構えを一段高めて

いただくことを目的としています。住民の方々には大雨災害に対する危機感を早めに

持っていただき、市町村の防災担当者には避難所開設の手順や水防体制の確認等、それ

ぞれ、災害に備えて頂くことを期待しています。 
 令和4年6月より、線状降水帯の発生する可能性が高まった場合、半日程度前から「線

状降水帯」というキーワードを使って地方気象情報、府県気象情報の中で線状降水帯に

よる大雨の可能性を呼びかけています。 

  

線状降水帯の例（令和2年7月豪雨）と線状降水帯の発生メカニズムの模式図 
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 線状降水帯は予測の不確実性が高く、半日程度先でも予測が非常に難しい現象です。

このため現状では「九州北部地方（山口県を含む）」や「九州南部・奄美地方」という

広域単位での呼びかけを行っています。令和4年度出水期の実績では、発生を予測でき

た「適中」は約2割、予測できなかった「見逃し」は約7割でした。引き続き、予測精度

の向上に向けた取組を強化し、段階的に対象地域を狭めていく計画です。  

 

  1.1.2 迫りくる危険から直ちに避難を促すための情報 

「顕著な大雨に関する気象情報」は、迫りくる危険から直ちに避難を促すための情報

です。この情報が発表されるときは、すでに災害の危険性が高まっていますので、崖や

川の近くなど、危険な場所にいる方は直ちに適切な避難行動をとってください。 

この情報を待つことなく、気象台から段階的に発表される防災気象情報や、大雨によ

る災害発生の危険度の高まりを地図上で確認できるキキクル、河川の水位情報、市町村

の避難情報などを確認して、早め早めの防災対応をお願いします。少しでも危険を感じ

た場合には、自ら安全な場所へ移動する判断をしていただくことが重要です。 

令和3年6月より、線状降水帯が発生し大雨による災害発生の危険度が急激に高まって

いることをいち早くお知らせする「顕著な大雨に関する気象情報」を発表しています。

令和5年5月からは、大雨の危機感を少しでも早く伝えるため、予測技術を活用して最大

30分程度前倒しして発表しています。 

 「顕著な大雨に関する気象情報」の発表基準を満たした地域を地図上で大まかに把握

できるよう、気象庁ホームページの「雨雲の動き」、「今後の雨」の地図上に赤楕円で

表示します。楕円はあくまで線状降水帯の雨域を大まかに示したものです。その外側の

地域でも大雨による災害発生の危険度が急激に高まっているおそれがあることに留意し

てください。また、大河川の上流部で「線状降水帯」により非常に激しい雨が降ってい

る場合、下流部では危険度が高まるまでに時間差があることにも留意する必要がありま

す。 

「線状降水帯」による大雨の可能性の活用イメージ  
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 1.2 線状降水帯に関する情報の改善 

線状降水帯による大雨からの避難に資するよう、令和8年には「顕著な大雨に関する

情報」の予測時間をさらに延ばして2～3時間前を目標に発表する計画です。また、明る

いうちから早めの避難を行っていただくために、線状降水帯による大雨の可能性をお伝

えしている対象地域を段階的に狭めていき、令和6年には県単位で、令和11年には市町

村単位の危険度を半日前から地図上でみられるよう、当初計画から1年前倒しで推進す

る計画です。 

このような予測精度向上を踏まえた情報の提供を早期に実現するために、大気の状態

を正確に把握するための観測の強化、スーパーコンピュータを活用した予測技術の高度

化に取り組み、避難行動に結び付くような防災気象情報の改善や情報発信のあり方につ

いても有識者等の意見を踏まえて検討していきます。今後も線状降水帯による大雨の予

測精度を段階的に向上させていくことで、国民ひとりひとりに危機感を伝え、防災対応

につなげていきます。 

  

線状降水帯の予測精度向上と情報改善の計画 

「顕著な大雨に関する気象情報」を補足する気象庁ホームページの表示例  
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2  気候変動の評価の現状と極端現象への影響 

近年、九州・山口県では、毎年のように大雨が発生して大きな被害をもたらしています。

雨の降り方が変わってきているとも感じられる中、気候変動の影響にも関心が高まって

います。ここでは、気候変動が大雨などの極端現象に与える影響についての最近の知見を

紹介します。  

 2.1 IPCC第6次評価報告書の公開  

令和5年3月、気候変動に関する最新の科学的知見の評価を提供する組織である「気候変

動に関する政府間パネル（IPCC）」の第6次評価報告書の知見を統合した報告書が公表さ

れました。この統合報告書は、令和3年11月に公表された第１作業部会報告書（自然科学

的根拠）、令和4年2月に公表された第2次作業部会報告書（影響・適応・脆弱性）、令和

4年4月に公表された第3次作業部会報告書（気候変動の緩和）の知見をまとめたものにな

ります。  

報告書では、地球温暖化が主に人間活動により排出される温室効果ガスの増加により

引き起こされてきたことには疑う余地がなく、工業化の影響が小さかった1850～1900年

に比べ、世界平均気温は2011～2020年には1.1℃上昇に達したと述べられています。加え

て、人為的な地球温暖化による気候変動は、既に世界中の全ての地域において多くの気象

と気候の極端現象に影響を及ぼしていると評価されています。速やかに効果的な温室効

果ガス排出削減対策を継続することで抑制は可能ですが、それでもある程度の温暖化は

避けられず、温暖化が進行するにつれて、その

影響は増大すると予測されています。大雨に

ついては、気温の上昇に伴い大気中に含むこ

とのできる水蒸気量が増えることにより、頻

度、強度とも増加すると予測されています。  

 

1850～1900年において10年に1回発生するよ

うな大雨が1℃温暖化した現在においては1.3
倍発生しやすくなっている可能性が高い。

1℃温暖化した現在において10年に1回発生

するような大雨の強度は1850～1900年にお

いて10年に1回発生するような大雨の強度と

比べて約7%増加している。温暖化が進行す

ると頻度、強度とも更に増加すると予測さ

れている。 

（出典）IPCC第6次評価報告書 政策決定者

向け要約 図 SPM.6より抜粋  

地球温暖化において予測される陸域における大雨の頻度と強度の変化 
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  2.2 気象庁の気候変動による大雨への影響の評価 

国内の観測データからも大雨が増えてきている傾向が見て取れます。気象庁が令和5

年1月に公開した全国のアメダス観測データを用いた分析では、災害をもたらすような

大雨の年間発生回数は1980年頃に比べ約2倍に増加しており、強度の強い雨ほど増加の

割合が大きいという結果が得られました。これらの変化には、地球温暖化が影響してい

る可能性があると評価されています。 

災害をもたらした大雨事例に地球温暖化がどの程度影響していたのかを見積もる取組

も行われています。気象庁が大学・研究機関の専門家の協力を得て運営している異常気

象分析検討会によると、九州・山口県にも大きな被害をもたらした「令和2年7月豪雨」

や令和3年8月の前線による大雨などは、地球温暖化の影響がなければここまでの大雨に

はならなかった可能性が指摘されています。 

文部科学省・気象庁が2020年に公開した「日本の気候変動2020」に掲載されている日

本全国平均の将来予測によると、積極的な温室効果ガス排出削減対策を行わない場合、

1時間50mm以上の雨の頻度は20世紀末に比べて21世紀末には約2.3倍に、パリ協定の2℃

目標を達成できるような積極的な対策を行った場合は約1.6倍になると予測されていま

す。温室効果ガス排出削減対策を行うことで気候変動の影響を軽減することは出来ます

が、その場合でも大雨のリスクが現在よりも高まることが示されています。 

このように気候はすでに変わりつつあり様々な影響が出始めています。今後も気候変

動が進行すると、大雨などによる災害のリスクも更に高まると予測されています。過去

に大きな災害がなかった地域にも、災害をもたらすような現象が発生してもおかしくあ

りません。変わりゆく気候に適応するため、過去の経験にとらわれることなく、気象台

から発表される防災情報にもこれまで以上に注目していただき、いざというときの適切

な避難行動につなげていただけますようお願いいたします。 

 

アメダス観測データを用いた大雨の発生頻度の変化の概要  








